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2026 年 1 月 21 日（水） 

前半 

 リニア命令取消請求東京高判 

  https://snk.jftc.go.jp/DC005/R070515R06G02000216K 

 

JR 東海発注リニア中央新幹線関係工事 

 

 令和 7 年 5 月 15 日 命令取消訴訟 東京高判 

  東京高判令和 7 年 5 月 15 日・令和 6 年（行コ）第 216 号〔JR 東海発注リニア中央新

幹線関係工事命令取消請求〕 

  https://snk.jftc.go.jp/DC005/R070515R06G02000216K 

  水野有子、三輪恭子、日置朋弘 

  [shiraishi.icon] 判決は、 

   判決書 13 頁以下で、「市場が有する競争機能」を強調しているかに見えるが（14 頁

下から 2 行目）、 

   「少なくとも 2 以上の事業者に実質的な供給可能性が認められることが必要である

と解される。」とも述べている（14 頁中ほど） 

   詳しくは、[セミナー資料 2026-01_01] 

 

 令和 6 年 6 月 27 日 命令取消訴訟 東京地判 

  東京地判令和 6 年 6 月 27 日・令和 3 年（行ウ）第 83 号〔JR 東海発注リニア中央新幹

線関係工事命令取消請求〕 

  https://snk.jftc.go.jp/DC005/R060627R03G01000083K 

  [笹本哲朗] [丹下将克] [伊藤圭子] 

  27 「当裁判所の判断」 

  84 「競争」 

   85 2 条 4 項の「競争」の定義に沿った法律一般論 

    85〜98 事案に即した判断 

    98〜109 原告の主張への応答 

   16〜17 公取委の主張 

 

 令和 5 年 3 月 2 日 大成建設・鹿島建設 刑事 東京高裁判決 

  東京高判令和 5 年 3 月 2 日・令和 3 年（う）第 784 号〔JR 東海発注リニア中央新幹線

関係工事刑事大成建設鹿島建設〕審決命令集 69 巻 315 頁 

  [石井俊和] [松本圭史] [西野牧子] 

  https://www.courts.go.jp/hanrei/91997/detail4 
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   「競争性」は裁判所 PDF101〜146 頁 

  鹿島建設の適時開示 

   https://www.nikkei.com/nkd/disclosure/tdnr/20230227518929/ 

  企業法務戦士の雑感 

   https://k-houmu-sensi2005.hatenablog.com/entry/2023/03/02/233000 

 

 令和 3 年 3 月 1 日 大成建設・鹿島建設 刑事 東京地裁判決 

  東京地判令和 3 年 3 月 1 日・平成 30 年特（わ）第 605 号〔JR 東海発注リニア中央新

幹線関係工事刑事大成建設鹿島建設〕審決集 67 巻 655 頁 

  [楡井英夫] [三上潤] [岩瀬みどり] 

  楠茂樹・公正取引 855 号（令和 4 年） 

   55〜57 頁（「競争」について） 

 

 令和 2 年 12 月 22 日 排除措置命令・課徴金納付命令 

  https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2020/dec/201222.html 

  排除措置命令書 

   https://snk.jftc.go.jp/DC005/R021222R02J11000010K 

  課徴金納付命令書 

   https://snk.jftc.go.jp/DC005/R021222R02J03000003_ 

  大林組・清水建設は 30%減額 

 

 平成 31 年 2 月 15 日 大成建設・鹿島建設の初公判 

  日経 

   https://www.nikkei.com/article/DGXMZO4129486014022019CC1000/ 

 

 平成 30 年 10 月 22 日 大林組・清水建設 刑事 東京地裁判決 

  東京地判平成 30 年 10 月 22 日・平成 30 年特（わ）第 605 号〔JR 東海発注リニア中央

新幹線関係工事刑事大林組清水建設〕審決集 65 巻第 2 分冊 443 頁 

  大林組罰金 2 億円、清水建設罰金 1 億 8 千万円 

  D1-Law に掲載 

  「……Ｌが被告会社ら４社を指名して競争見積の方法により順次発注するリニア中央

新幹線（Ｎ駅・Ｏ駅間）に係る地下開削工法によるターミナル駅新設工事について、受

注予定事業者を決定すること及び当該受注予定事業者が受注できるような価格で見積

りを行うことなどを合意した上、同合意に従って、前記ターミナル駅新設工事であるＮ

駅新設（Ｐ）、Ｎ駅新設（Ｑ）及びＯ駅新設（Ｒ）の各工事について、それぞれ受注予

定事業者を決定し、当該各工事に係る競争見積において、見積書をＬに提出する前に、
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受注予定事業者である会社が代表者となっている共同企業体の見積価格等に関する情

報を、当該会社の従業者が他の会社の従業者に連絡するなどし、もって、被告会社ら４

社が共同して、前記ターミナル駅新設工事の受注に関し、相互にその事業活動を拘束し、

遂行することにより、公共の利益に反して、前記ターミナル駅新設工事の受注に係る取

引分野における競争を実質的に制限した。」 

 

 平成 30 年 3 月 23 日 告発 

   同日起訴と報道 

  資料 

   公表文 HTML 

    https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/h30/mar/180323_3.html 

   被告発会社一覧 

    

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/h30/mar/180323_3_files/180323_3_besshi.pdf 

  メモ 

   合意 

    「JR 東海が被告発会社 4 社を指名して競争見積の方法により順次発注する品川駅・

名古屋駅間の中央新幹線に係る地下開削工法によるターミナル駅新設工事につい

て、受注予定事業者を決定すること及び当該受注予定事業者が受注できるような

価格で見積りを行うことなどを合意」 

   合意の実施状況 

    「同合意に従って、前記ターミナル駅新設工事である品川駅新設（北工区）、品川

駅新設（南工区）及び名古屋駅新設（中央工区）の各工事について、それぞれ受注

予定事業者を決定し、当該各工事に係る競争見積において、見積書を JR 東海に提

出する前に、受注予定事業者である被告発会社が代表者となっている共同企業体

の見積価格等に関する情報を、当該被告発会社の従業者が他の被告発会社の従業

者に連絡するなどし」 

   一定の取引分野 

    「前記ターミナル駅新設工事の受注に係る取引分野における競争を実質的に制限

したものである。」 

     「前記ターミナル駅新設工事」＝ 

      「JR 東海が被告発会社 4 社を指名して競争見積の方法により順次発注する品

川駅・名古屋駅間の中央新幹線に係る地下開削工法によるターミナル駅新設

工事」と考えられる 

   「相互にその事業活動を拘束し、遂行することにより、」 

    [独占禁止法 3 版 226 頁] 
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 平成 30 年 3 月 2 日 大成建設・鹿島建設の関係者の逮捕の報道 

 平成 30 年 2 月 2 日 大成建設が抗議書、3 回目の捜索、と報道 

 平成 30 年 2 月 1 日 減免申請をしていないと報道される大成建設・鹿島建設に再捜索の

報道 

 平成 30 年 1 月 29 日 調査開始日前減免申請完了前に捜索等との報道 

 平成 30 年 1 月 22 日 「減免申請の期限」とされる日 

 平成 29 年 12 月 19 日 大林組・大成建設に独禁法違反容疑の捜索、と報道 

  偽計業務妨害容疑の捜索のあと、大林組が減免申請、との旨の報道 

 平成 29 年 12 月 18 日 鹿島・清水建設に独禁法違反容疑の捜索、と報道 

 平成 29 年 12 月 8 日 大林組に偽計業務妨害容疑の捜索、と報道 

 

後半 

 東京五輪刑事東京高判（博報堂） 

 https://www.courts.go.jp/hanrei/93691/detail4/index.html 

 

東京五輪 

 

 令和 8 年 3 月 11 日 電通グループ課徴金変更決定 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2026/mar/260311_daiichi.html 

 令和 7 年 6 月 23 日 排除措置命令・課徴金納付命令 

  公取委命令令和 7 年 6 月 23 日・令和 7 年（措）第 10 号・令和 7 年（納）第 12 号〔東

京五輪公取委命令〕 

  https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/jun/250623_daiichi.html 

 

 フジクリエイティブコーポレーション（FCC）について東京地裁で令和 8 年 3 月 16 日に

結審し令和 8 年 7 月 15 日に判決の旨の報道 

 令和 7 年 10 月 2 日 刑事東京高判（東京五輪刑事東急エージェンシー） 

  東京高判令和 7 年 10 月 2 日・令和 7 年（う）第 798 号（東京五輪刑事東急エージェン

シー） 

  家令和典、早川幸男、安藤祥一郎 

  https://www.courts.go.jp/hanrei/94724/detail4/index.html 

 令和 7 年 7 月 31 日 刑事東京高判（東京五輪刑事電通グループ） 

  東京高判令和 7 年 7 月 31 日・令和 7 年（う）第 321 号（東京五輪刑事電通グループ） 

  家令和典、早川幸男、安藤祥一郎 

  https://www.courts.go.jp/hanrei/94486/detail4/index.html 

 令和 7 年 6 月 3 日 刑事東京高判（東京五輪刑事セレスポ） 
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  東京高判令和 7 年 6 月 3 日・令和 7 年（う）第 161 号〔東京五輪刑事セレスポ〕 

  家令和典、早川幸男、安藤祥一郎 

  https://www.courts.go.jp/hanrei/94210/detail4/index.html 

  ハブ＆スポーク判示 

   地裁判決は、審決命令集（71 巻）にしかない。 

 令和 7 年 5 月 8 日 刑事東京高判（東京五輪刑事博報堂） 

  東京高判令和 7 年 5 月 8 日・令和 6 年（う）第 1389 号（東京五輪刑事博報堂） 

  家令和典、早川幸男、安藤祥一郎 

  https://www.courts.go.jp/hanrei/94120/detail4/index.html 

  ハブ＆スポーク判示 

 令和 7 年 3 月 21 日 刑事東京地判（東京五輪刑事東急エージェンシー） 

  東京地判令和 7 年 3 月 21 日・令和 5 年特（わ）第 311 号（東京五輪刑事東急エージェ

ンシー） 

  安永健次、花田隆光、小寺柊斗 

  https://www.courts.go.jp/hanrei/94266/detail4/index.html 

 令和 7 年 1 月 30 日 刑事東京地判（東京五輪刑事電通グループ） 

  東京地判令和 7 年 1 月 30 日・令和 5 年特（わ）第 311 号（東京五輪刑事電通グルー

プ） 

  安永健次、青木美佳、小寺柊斗 

  https://www.courts.go.jp/hanrei/93905/detail4 

 令和 6 年 12 月 18 日 刑事東京地判（東京五輪刑事セレスポ） 

  東京地判令和 6 年 12 月 18 日・令和 5 年特（わ）第 311 号〔東京五輪刑事セレスポ〕

審決命令集 71 巻 433 頁 

 安永健次、青木美佳、小寺柊斗 

  裁判所ウェブサイトには見当たらない（審決命令集にある） 

  ハブ＆スポーク判示 

 令和 6 年 7 月 11 日 刑事東京地判（東京五輪刑事博報堂） 

  東京地判令和 6 年 7 月 11 日・令和 5 年特（わ）第 311 号〔東京五輪刑事博報堂〕審決

命令集 71 巻 419 頁 

  安永健次、花田隆光、足立洋平 

  https://www.courts.go.jp/hanrei/93691/detail4/index.html 

  ハブ＆スポーク判示 

 令和 5 年 12 月 12 日 刑事東京地判（東京五輪刑事組織委員会幹部職員） 

  東京地判令和 5 年 12 月 12 日・令和 5 年特（わ）第 311 号（東京五輪刑事組織委員会

幹部職員）審決命令集 70 巻 613 頁 

  （裁判所ウェブサイトになし。判例データベースにはある。） 
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  安永健次、内藤恵美子、足立洋平 

  森泰夫氏と報道 

 令和 5 年 2 月 28 日 告発 

  午前 10 時とみられる → 同日起訴と報道 

  https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2023/feb/230228_kokuhatsu.html 

  「テストイベント計画立案等業務委託契約等」 

（注）「テストイベント計画立案等業務委託契約等」とは、組織委員会が順次発注

する東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会に関して競技・会場

ごとに実施される各テストイベント計画立案等業務委託契約並びに同契約の

受注者との間で締結されることとされていた各テストイベント実施等業務委

託契約及び各本大会運営等業務委託契約をいう。 

 令和 4 年 11 月 25 日 「強制捜査」 

  読売 

   https://www.yomiuri.co.jp/national/20221125-OYT1T50038/ 

  日経 

   https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUE202TZ0Q2A121C2000000/ 

  NHK 

   https://www3.nhk.or.jp/shutoken-news/20221125/1000087041.html 

 令和 4 年 11 月 22 日 

  読売 

   https://www.yomiuri.co.jp/national/20221121-OYT1T50340/ 

 令和 4 年 11 月 20 日 

  読売 

   https://www.yomiuri.co.jp/national/20221119-OYT1T50274/ 
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 白石教授からレジュメに基づき説明が行われた後、概要、以下のとおり議論が行われた。 

 

１ リニア命令取消請求東京高判 

 

● 判決文で、複数社による供給可能性を競争制限の要件としているということについては、

これまで意識していなかったので衝撃を受けた。事業者は、単に付き合いで他の事業者

に協力しただけであるということも多く、そのような場合にそのような事業者に供給可

能性がないとして違反とならないのであれば、事業者にとってはありがたい話である。

ただ、個人的には違和感があり、事業者は個別工事について他の事業者に供給可能性が

あるかないか知らないという可能性があり、また、競争は、需要者に向けた競争なので、

需要者がどう認識しているかが重要ではないか。入札に参加しているということは、そ

の事業者にとってある程度供給能力があることの表明ではないか。 

 

〇 条文上の解釈としては、供給可能性は重要であると考えられるが、広い立場からの検討

も必要ではないかとのご意見であると承知した。 

 

● 個別工事の供給可能性がなければならないのかという点については、事前の調整により

受注意欲がなくなることにより供給能力がなくなってしまっていることがあり、そのよ

うな個別工事について他社に現実的な供給能力があったかどうかではなく、反実仮想と

して、全体で見て調整がなかった場合すなわち調整により受注意欲が減殺していなかっ

た場合と比較して競争の機能が阻害されている程度であれば足りるとしている判決文

の考え方は妥当ではないか。ただ、全体で見ると供給可能性について抽象化を行うこと

により、競争の有無の問題があまり意味をなさなくなってくる可能性もある。 

判決文で、品質について、低品質でも市場で淘汰されるだけであって供給可能性は否

定されないとしている点については、あまりよく理解できなかった。発注者が受け入れ

られないほど低品質のものであれば、供給可能性があるとは言えないのではないか。 

 

〇 そもそも本件で一定の取引分野とされているものは、公正取引委員会が独占禁止法の

ために人工的に後から観念したものであり、実際の発注とは別ではないかと考える。A 工

事には甲社だけが供給可能性があり、B 工事には乙社だけが供給可能性があるときに、A

工事と B 工事を合わせて甲社と乙社に競争関係があるというのはどうなのかという気は

する。 

 

● ある時期までは、JR 東海との間で、かなり工事ごとに特定の事業者が実施することを前

提に事前検討のやり取りしていた。指名競争見積りにより発注することとされた時期以

降は、JR 東海も組織として競争してくれとの立場にならざるを得なくなった。そのよう
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な状況の下で、事前検討段階でのやり取りやその流れでの行為を本件の合意の認定の根

拠としているようで、違和感がある。。 

 

〇 独占禁止法の場合には、減免申請を行った事業者、公正取引委員会に協力的だった事業

者からの証拠が重視されているが、一般の刑事手続では、司法取引により得られた証拠の

能力は限定的であると考えられているという違いがある。 

 

２ 東京五輪刑事東京高判（博報堂） 

 

● 意思の連絡の内容と合意の方法は別の話であると思うが、判決文をみると、意思の連絡

について、その内容と合意の方法について、まとめて認定しているように見える。本件

のようなハブアンドスポークの事例では、両者を区別しにくいので、まとめて認定して

いるのではないかと思われる。 

しかし、本件では、五輪組織委員会の次長の意向に沿った入札行動等を行う旨の意思を

他の事業者と共有するに至ったと認定されているが、これで反競争的な意思の連絡を内

容としていると言えるのか。受注者としては発注者の意向を確認するのは自然のことで

はないか。本件では。事業者が発注者詣出すること自体を違反としているのではなく、

発注者が事業者に対して、他の事業者が適切だと思っているといった発言をしたから違

反となっているのだと考えるが、特定の競技のみにしか関心のないような事業者に対し

ては、次長が他の競技、他の事業者について言及していない可能性があるのではないか。

そうであれば、次長が他の競技についても差配しているとまでは事業者には分からない

のではないか。意思の連絡が、かなり簡単に認定されてしまっている印象である。 

 

〇 意思の連絡の内容と方法は別の概念であるという点はそのとおりであるが、意思の連

絡の存在を認定するためには、内容を切り離して立証するのは難しく、ある程度、相互に

リンクしていると思われる。ただ、御指摘のとおり、各事業者とは一部の競技についてし

か話をしていない可能性があり、そのような状況で、全体について基本合意があったとい

うのは、かなりフィクションであるという印象はある。 

   

● 次長について、独占禁止法の不当な取引制限についての共謀共同正犯であるとしている

が、官製談合防止法との関係をどのように考えたらよいか。 

 

〇 官製談合防止法の適用の可能性もあろうが、特捜部としては、独占禁止法違反事件の方

が大きな事件であるとして独占禁止法を選択している可能性がある。 

 

● ハブとなる人に故意がなかった場合についてはどうか。幇助とか教唆といったこともあ



9 

 

り得るのか。 

 

〇 ハブになる人が単に道具として使われるということも有り得る。例えば、アルゴリズム

の供給者が都合よく使われてしまうといったこともあり得る。幇助や教唆については、そ

れらの要件をみたせばそのように判断される可能性はあろう。 

 

● 本件では、本大会の実施業務まで含めて一体と判断されているが、一体であると条件付

けされているわけではなくそれぞれの時期もズレており、組織委員会の事務総長がテス

トイベントの計画業務を受注した事業者がその後の業務を受注することが望ましいと

発言したこと程度で一体と認定されていることには疑問がある。  

コンピュータ関連の不当廉売の場合には、公正取引委員会はその後の保守業務と一体で

あることが明確にされているときに限って、当初契約がコスト割れであっても問題とし

ないと明記しているが、それとの整合性についてどのように考えたらよいのか。不当廉

売と談合は一体についての考え方は別ということか。 

 

〇 不当廉売の場合には、その後の入札と一体であるとされることによりその後のコスト

も考慮され事業者にとっては有利になるが、談合の場合には一体であるとされることに

より違反の範囲が広がり事業者にとって不利になってしまうといった点では、不当廉売

と談合では異なっている。 

不当廉売事案についてみると、２００４年の松下電器産業による放置駐車違反処理シ

ステムの入札については警告されたが、２０１３年の林野庁発注の衛星携帯電話につい

ては、携帯電話会社２社の安値入札がその後の業務の使用料も考慮され問題ないとされ

た。その後の業務がくっついているかどうかで判断が変わってくる。 

 

● 仮に組織委員会次長が一方的な指示をしていた場合には、私的独占ということになるの

か。理窟上はその可能性があるとしても、実際には事業者が期待して選択して従ってい

るということであれば、そうはならないのか。 

  

〇 私的独占とされるためには、組織委員会が事業者であることが必要である。また、例え

ば、国の行為であっても、国が個人からヒアリングを無料で行うことがフリーランス法違

反になるかと言えば、政策推進のためであってヒアリングは事業ではないということで

問題にはならないかもしれない。また、組織委員会の次長の行為が組織委員会の行為であ

ったと言えるかといった問題もある。 

理窟の上では、私的独占の可能性があるとしても、その場合、支配された事業者に対し

て不当な取引制限であるとして課徴金をかけたり刑事罰に処するのは難しいのではない

かというのが相場観ではないだろうか。 


